






















地下水比率 ・負荷率 ・顧客密度 ・平均料金 ・補助金比率の7つ の環境要因を
同時に考慮 して計測 した効率性ランキングと,これ らの環境変数を考慮 しな
い先行研究のランキングを比較検討することにある。その結果 取水規模 ・





























































































1分 析 の 目的 と特 徴
わが 国の上水 道事業 に関す る経 済学的 な効 率的 フロ ンテ ィア分析(EFA:
EfficientFrontierAnalysis)の発展 は,中 山(2003)によって整理 され,今 日
への基本的 な方向づ けが なされ た とい える。す なわち,田 平(1998)に始 ま
る生産関数の推定は確率的フロンティア分析(SFA:StochasticFrontierAnaly-
sis)とい う形 に定式化 され,Aida,Cooper,PastorandSueyoshi(1998)に始
まるノ ンパ ラメ トリックな包絡線分析(DEA:DataEnvelopmentAnalysis)
もこれ らのパ ラメ トリ ックな経済学的 な分析の枠組 に沿 う形で適用 され るよ
うになったのであ る。
しか し,最 近のSFAやDEAの 手法の急速な普及 と発展に もかかわ らず,そ
の後の水道事業の技術効率性 に関す る邦語 の分析 は活発 ではない1)。た とえば
第2節 で詳述す るように,本 稿が焦点 をあて る水道事業の確率的生産 フロン
ティア分析 は,594市営事業者 を対象 と した中山(2002)の研究以降,サ ンプ
ル を全1900の末端給水事業者に拡大 した原田(2004)があるのみである。原
田(2004)による分析対象 とサ ンプル数の拡大 は,充 実 した実証研究への 自
然 な一歩であ る と同時 に,事 業者の 同質 性を維持す るため に注意深 くサ ンプ
ルを選定 してきた中山(2002,2003)では目立 たなか った不均一分散(hetero一
1)最近 のEFAの 発 展 につ い て は,た と えばFried,LovellandSchmidt(2008)を参照 。
最 近 の 英 語 文 献 に お け る 水 道 事 業 へ の確 率 的 生 産 フ ロ ンテ ィア 分 析 の 適 用 と して
は,Zschile,andWalter(2012)およびYaneandBerg(2011a,b)があ る 。
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scedasticity)や異質性(heterogeneity)の問題 を深刻化 させ る。 ところが,
原 田(2004)の推定手法や関数形お よび変数 は中山(2002)とまった く同 じ
であ るため,分 析対象の拡大 によって増 した事業環境の異質性 に対処で きて
い ない ように思 われ る。
そ こで本稿の分析 目的 は,中 山(2002,2003)および原 田(2004)の先行
研究 をふ まえたうえで,近 年のSFAの発展 を考慮 した確率 的生 産 フロ ンティ
アの推定 を通 じて,今 後の公共政策の策定 に,よ り適切 な効率性 ランキング
を試算す るこ とにあ る。 とい うの も,す で に 日本の水道 インフラは更新時期
の ピークを迎 えてお り,巨 額の更新投資 を賄 うため に も事業経営の効率化が
重要かつ喫緊の政策課題 だか らであ る2)。
本稿の方法論的特徴の1つ は,末 端給水事業者 を取 り巻 く重要 な環境変数
(外生 変数),い わゆる 「Z変数」 として,取 水 規模 ・受水 比率 ・地下水比率 ・
負荷率 ・顧客密度 ・平均料金 ・補助金比率の7要 因を同時 に考慮す る点であ
る。 もちろん,こ れ まで に も,た とえば平均料金が効率性 と負の相関 にあ る
こ とな どを確認す る先行研究 はあ る ものの,そ れ らはいずれ も最初の効率性
の推定値 を再 び環境変数で回帰す るとい う 「2ステ ップ(2ス テー ジ)法 」 に
依拠 してい る。 しか し2ス テ ップ法 は,そ もそ も効率性の説明変数 として環
境変数 を除外 してい るため,そ の統計学上の問題点 を繰 り返 し批判 されてい
る3)。
第2の 方法論的な特徴 としては,1ス テップ法 を具体化する枠組 として,Bat-
tesandCoelli(1995)が開発 した技術効率性効果 フロンティアモデル(Tech-
nologicalEfficiencyEffectsFrontierModel)を日本の水 道事業 に初めて適用
す るこ とであ る。環境変数 を考慮 した1ス テ ップ法 として様 々なモデルが開
発 されて きたが,Coelliet.al。(2005)やCoelli(1996)も強調す るように,効
率性効果モデ ルは従来の複数のモデ ルを特殊ケ ース として含み,異 なる環境
2)日 本 の水 道 イ ン フ ラの 老朽 化 につ い て は,矢 根(2012)を参 照 。
3)Friedet.al.(2008,p.39)は,「2ステー ジSFAモ デ ル は も う見 た くな い」 と述 べ














るか らである。すなわち,市営サ ンプルか ら全給水事業者へのサンプルの拡
大は,推定式の分散の不均一性や異質性を高めるため,SFAモデルにおける




ィアモデルか らは,取水規模 ・受水比率 ・地下水比率 ・負荷率 ・顧客密度が
高いほど,そ して平均料金 ・補助金比率が低いほど,水道事業の効率性が高
い という結果を得る。この事実か ら,た とえば用水供給事業者か らの受水に
頼る給水事業者はその費用の高さか ら非効率 と決めつけられることが多い も





に お け る 二 重 の 分 散 修 正 を試 み た 例 で あ る 。
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資本費用 も高いが,平 均的な減価償却費はむしろ低 く,高い平均費用(料 金)
が効率性を損なう影響をコン トロール している状況下では,受水事業者の効
率性を確認で きるためである。ゆえに,高い料金や補助金比率は技術効率性

















2事 業者サ ンプルの拡大 と環境変数の重要性
本節では,『地方公営企業年鑑』の2007年度の末端給水事業者のデータを
用いて,先 行研究のフォローアップを行う。先行研究である中山(2002)と









年度の政令指定都市 と市営の末端給水事業か ら成る594事業を分析対象 とし
たのに対 し,後者は2001年度の都道府県 ・町村 ・企業団も含む全1900末端
給水事業にサ ンプルを拡大 した点にある。すなわち,前者の分析対象を 「市
営サンプル」,後者 を 「全サンプル」 と呼ぶことにすると,このサンプルと時






K(資 本):有 形固定資産額(千 円)
五(労 働):損 益勘定所属職員数 と資本勘定所属職員数の合計人数
0(その他):動 力費,光 熱水費,通 信運搬費,修 繕費,材 料費,
薬品費,路 面復旧費,委 託費,資 本相当分を除いた受水費の合計金
額(千 円)
3)「半正規 一正規」確率的生産フロンティアモデルによる推定6)


















変数 Y K L 0 Y K L 0
歪度 8 7 10 9 23 24 18 30
尖度 88 64 117 100 682 704 409 981
標準偏差 3108661060708140 1877904494841.05E+08161 4456872
最小値 300 1330384 2 26352 74 225245 1 10098
中央値 69941626920321 388710 3348 832331811 171366
平均値 147323117280953 792776 105732296531937 632276
最大値 4168767.72E+0820132692022615297843.26E+0942951.51E+08
出所:「地方公営企業年鑑』(2007年度版)より作成
表1は,サ ンプル別 に区分 した産 出量 と生産要素の基本統計量であ り,全
般的 に非常 に大 きな散度 を示 してい る。 た とえばHadriet.al(2003,p.259)









しか も,全般的に散度が大 きいだけでなく,市営サンプルか ら全事業サン
プルへの分析範囲の拡大は全変数の歪度 ・尖度 ・標準偏差のすべてを大幅に
引 き上げる。これは,新 たにサ ンプルに追加される町村営事業者の平均規模
は小さいのに,都道府県営の事業規模は大 きいか らである。
こうした大 きな歪みの存在は,た とえば図1の市営サンプルの有収水量Y
のヒス トグラムを観察すれば一 目瞭然である。構成比(%)を みれば大多数
が小規模であることは明白であ り,それゆえ右に長いテイルを有する。これ
を全事業サ ンプルに拡大すると,さ らにテイルが長 くなり,グラフには表 し
にくいほど散度 も高まるのである。
図1市 営サンプルの有収水量Yのヒストグラム(%)
8)国 際 的 に み れ ば,平 均 的 に 過 小 規模 で あ るた め,事 業 数 が 過 多 な ので あ る 。事 実
オ ー ス トラ リア や イ ギ リス の水 道 の 効 率 性 分析 の対 象 企 業 数 は,CoelliandWald-
ing(2007,p.44)では18企 業SaalandParker(2007,p.308)では30企 業 にす
ぎな い た め,散 度 は 比 較 に もな らな い 。
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表2取 水量5分位における事業者数と従業員数の分布
取水規模 市営サンプル 全サンプル事業数 平均 標準偏差 最小 最大 事業数 平均 標準偏差 最小 最大
1下位 13 5 2 2 9 265 4 2 1 11
2中 下位 59 8 4 3 27 265 7 3 1 27
3中 位 152 13 6 3 44 265 12 5 2 44
4中 上位 234 22 io 8 66 265 22 io 4 66
5上 位 248 119 222 9 2013 265 138 341 9 4295
出所:「地方公営企業年鑑』(2007年度版)より作成

























0.3923 0.4490***0.4188* 0.30620.4460* 0.3784***
<0.0251> (17.18)(17.10)<0.0137> (21.84)(22.49)
定数項
3,658 一1.5496*** 一2.0676*** 3.5315一2.2864* 一2.4030***
<0.1823> (-4.04)(-5.96)<0.1086> (-8.62)(-10.94)
サンプル数 594 XO6 706 1900 1325 1325
決定係数 0.9206 0.9414 0.9325 0.9836
〈〉内は標 準 誤 差,O内 はt値 。 ・,**,***はそ れ ぞ れ10,5,1%の有 意水 準 を表 す 。
まず,本 稿の推定値を先行研究の推定結果 と比較すると,市営サ ンプルに
おいても全サンプルにおいても,労働五の係数値が低下する一方,資本Kと そ
の他の財0の 係数値は上昇 している。これは,上述 した資本の定義の相違に
加え,近年のアウ トソーシングの増加を反映 していると思われる9>。







9)事 実 先 行 研 究 と まっ た く同 じ定義 で2004年度 の デ ー タ を用 い た先 行 研 究 の フ ォ

















2.2.環境変数 による不均 一分散 の修正
本項で は,前 項で明 らか に した不均一分散 を修 正す るため に,2ス テ ップ
FGLS(FeasibleGeneralLeastSquares)を適用する1° 。すなわち,ま ず(1)
式か ら得 る残差 を用いて分散の予測値 ∂1を求め,次 に予測値 をウェイ トとし
た回帰分析 を行 う。分散の予測値 を求め る分散関数で は,予 測値が必ず正 に
なるように,次 の ような定数項を含 む説明変数ベ ク トルZの 非線型関数 として
定式化 し,係 数ベ ク トルbを 推定す る。
(3)62v=exp(Z;δ)
10)FGLSによる誤 った 定式 化 を回 避 す る ため にWLS(WeightedLeastSquares)によ
る チ ェ ッ ク も行 っ て い る。 詳 細 は,た とえ ばCameronandTrivedi(2010,pp.155
-62)を参 照 。
確率的生産フロンティァと環境変数71
本稿では生産関数を推定 しているので,分 散関数の説明変数 としては事業





















11)とりわ け 環 境 変 数 を考慮 した 生 産 フ ロ ンテ ィア 分析 で あ るYaneandBerg(2011
a,b)お よ びZschileandWalter(2012)を参 考 に した 。
12)これ らの 比 率 は,「水 道 統 計』 の取 水 量 の構成 比 と照 ら し合 わせ て も,一 定 の確 度




数において も全サ ンプルにおける方が大 きいのである。


























3.確 率 的 生 産 フ ロ ン テ ィア モ デ ル と環 境 変 数
前節で明 らか に したように,生 産関数 と誤差項の推定 は環境変数導入の有
無 に大 きく依存 している。 と りわけ全サ ンプルの推定結果は,YaneandBerg
(2011a,b)が示 した ように,不 均一分散への対応 の有無 に大 きく依存す る。
そ こで本節で は,環 境変数の有無 に着 目し,2つ の確率的生産 フロ ンテ ィア
モデ ルを全サ ンプルに適用す る。 まず,先 行研究 と同 じように環境変数 を考
慮 しないケ ース について,中 山(2002)や原 田(2004)のような半正規 一正
規モデルで はな く,よ り柔軟 な切断正規 一正規モデル を推定す る。次 に 事
業者が直接左右で きない環境要 因の異質性 を考慮するためにBattesandCoelli
(1995)の技術効 率性効 果 フロンテ ィアモデルを適用する。前者 をHomoモデ
ル,後 者 をHeteroモデル と略称す ると,Homoモデルは本節の焦点 となるHet-
eroモデルの特殊 ケース とみなせ る点 に留意すべ きである。
3.1切 断正規 一正規 フロンテ ィアモデル(Homoモ デル)
本項で は,先 行研究である中山(2002)・原 田(2004)と同様 に,環 境変数
を考慮 しない確率的生産 フロ ンティアモデル を推定す る。 この均一分散 と同
質性 を仮定す る確 率的生産 フロンティアモデルを本稿 では 「Homoモデル」 と
略称するこ とにする と,Homoモデルは次の3要 素 によって定義することがで
きる。す なわち,2つ の誤差項 罵とロを伴 うコブ ・ダグラス型生産 フロンティ
アを推定す る(4)式 と,そ れぞれの誤差項 の確 率分布 を仮 定する(2)式 と
(5)式である。(5)式の誤差項u,は,(2)式の誤差項vと 同様 に独 立かつ 同一
の分布(1.1.d.)に従 う無作為変数であるが,非 負の平均値 を持つ切断正規分
布 に従 う。それぞれの誤差項 は互い に,そ して他の説明変数 とも独立であ る
と仮定 され る。
(4)ln(y、)=βo+βlln(瓦)+β21n(L、)+β31n(0、)+zノ∫-z4、・



















(7)Ei=exp(-E(脇1ε 、)),whereε ・=勿 一z4・























O内 はZ値 。 ・,**,***はそ れ ぞれ10,5,1%の有 意水 準 を表 す 。
表5全1325事業者の技術効率性Eの基本統計量














3.2技 術効率性効果 フロンテ ィアモデル(Heteroモデル)
本項では,す でに(2-2)で 説 明 した7つ の環境変数を使って,Battesand
Coelli(1995)が開発 した技術効率性効果フロンテ ィアモデル(Technological
EfficiencyEffectsFrontierModel)を日本 の水道事業 に初 めて適用する14)。こ
の環境 要因に起因する異質性 を考慮 したモデルをHeteroモデル と略称すれば
このHeteroモデルが前項のHomoモデル と異な る点は,前 項 のように平均値
mを 定数 と仮定す るのではな く,(8)式のよ うに環境変数Zの 関数 とみなす
点 にある。 これ は,Coelli(1996)やCoelliet.al.(2003,2005)が繰 り返 し説
明 してい るように,た とえば中山(2002)・原 田(2004)は本稿のHomoモデ
ルの,そ してHomoモデルは本項のHeteroモデルの特殊ケース となるように,
非効率性 を表す誤差項の平均値 に関す る一般的 な仮定 とみ な しうる。
(8)〃z、=Z;δ
ゆえに,こ のHeteroモデル は,前 項のHomoモデルでは一定 と仮定 された
非効率性の誤差項の平均値 を事業者 問で異 な りうるこ とを許容で きるため,
環境要因の相違 による事業者間の異質性 を考慮 できる。すなわち,も はや(5)
式の ように同一の分布で はない。
しか し(5)式 の分散 は一定の ままであ るとい う意味では,誤 差項の不均一
分散 を直接修正 しようとす るHadri(1999)およびHadriet.al.(2003)による
不均一分散修正 アプローチ,そ れを 日本の水 道事業 に適用 したYaneandBerg
(2011a,b)とも異なる点に留意すべ きであ る。 というの も,こ れ らの不均一
分散 を直接修正 した確率的 フロ ンティアの係数推定値 は,同 じ環境変数 を用
14)BattesandCoelli(1995)の貢 献 と してパ ネル分 析 へ の 拡 張 を重 視 す るな ら,こ の
種 の ク ロ ス セ クシ ョ ンモ デ ル の 起 源 は さ ら に さか の ぼ る こ とが で き る。Coelliet.
al.(2005,p.282)およ びKumbhakarandLovell(2000,pp.266-71)を参照 。
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い たFGLSの推定結果 と大 きくは変 わ らないか らである'5)。
事実,表4のHeteroモデルの労働の係数推定値は表3のFGLSの結果 と大 き
く異なってお り,上 述 したHomoモデル とOLSの推定結果の類似性 と対照的で
あ る。その結果,係 数の大小の順位 もまった く異 なるこ とになる。 これ は,
Appendixで示 されているよ うに,7つ の環境変数がすべ て有意 に作用 してい
る結果であ る。 また,テ ス トす る必要 もない ほ ど十分 に尤度 も大 きくなって
い る。
特 に注 目すべ き点 は,表4のHeteroモデルの推定結果がHomoモデル と大
きく相違す る事実である。Kの 係数が大 きく上昇する一方,五 と0の 係数は非
常 に低 くなる。 ゆえに,推 定 され るフロ ンティアの形状 も変化 してお り,実
際 に定数項の推定値 はフロンテ ィアの上方 シフ トを示唆 してい る。換言すれ
ば,平 均的 な技術効率性 は低下す るこ とになる。
その結果,表5のHeteroモデルか ら推定 された技術的効率性Eheteの平均値







したが って,表6に 示 されてい る両モデルの効率性の相関係数 は,水 準で



















くベ ンチマ ーキングの推定結果 は ミス リーデ ィングであ る。次節で は,特 に







事業者を取 り上げ,環境変数 との関連性 とその特徴を詳細に検討する。
4.1環境変数 と技術効率性の分布
図4で 描かれたように,技術効率性の分布は環境変数を考慮することによ
























さらに,7つ の環境変数 を同時 に考慮 して推定 された図7は,図6に 比べ て
散度が高 まってい る。事実,順 位相関係数(相 関係数)を 調べる と,Ehomo
が 一〇.8(-0.76)であるのに対 し,Eheteは一〇.72(-0.72)と若干低下 し
てい る。 これ はEheteには環境 の異質性 が考慮 されたためである。
さ らに,直 線の フィ ッ トが示す ように,Eheteにおける勾 配の絶対値は約2
倍 に高 ま り,時 計 まわ りに回転 してい る。す なわち,低 料金の事業者の効率
性 は上昇 し,高 料金の事業者の効率性 は下落 してい る。 ゆえに環境要 因によ
る効率性の修正 は,平 均料金 と効率性の相関 を若干低下 させ る ものの,有 利
な環境(低 料金)に あれ ば効率性 を引 き上 げ,不 利 な環境(高 料金)に あれ
ば効率性 を引 き下 げる傾向 にあ る。
ただ し,Eheteは7つの環境変数を同時 に考慮 した結果なので,効 率性水準
は全般的に大 き く低下 している。それゆえ,EheteをEhomoと比較 し検討す る



















































軋9ヨ t 4 1 4 i$ 0 1㎝ 89.5855.944
0.93a.田 3 1 4 A 0 10014三.16ヨ71 11.85
5 f 4 ヨ 3 29 a 34 15L9乱sa.zz9.2d
6 fi 0.9ヨo」1ヨ , 2 4 日 0 田 15463且乱忠ヨ 0
7 ユ1 輌定楠 o,9ヨx.674 Q 4 i 9 14013三,97呂乱55 1.06
22 4山陶 4.9ヨo.田 t 1 4 6 0 Ioo184.1553.5748
■　
10
35 董住融 o.9ヨx.79t 2 4 S 0 1㎝ zヨa.az14.43a






k 4 ヨ 3 9 Q 10U17ε.了673.554
12 x.994 ヨ 1 29 0 5 1a4,石74.fi1巳,35
1ヨ t9 o」i20.613 3 3 巳 4 10011419弱,93 o,石〒
14 麗 長紬 O.9z廿.日5 2 2 4 9 0 i zas.T呂2.田 a
15 is 冨士百師 622o.9a3 ヨ 3 16 0 1㎝ 136.8357.#1自.75
1fi21 妨 睡 0.920.751 1 4 ヨ 0 1加 163.ア聾 7乱71 1.85





t 4 a 3 71 0 1〔皿 ヨ11」as5ア,冊 1.25
19 za 0.9]o一ヨ9 d ヨ 3 20 4 1㎝ 1田」113t-260






































高値 と最低値をみれば,取水量 ・給水人口 ・職員数 ・顧客密度 ・補助金比の


































の関係がいっそう鮮明になる。 しか し経営者がコン トロール しえない環境要
因を考慮 した場合で も,平均料金が安 く,地下水への依存度が高 く,受水比
率が低い小規模事業者は効率性が高いことはすでにみた とお りである。ただ
し,こうした環境変数を同時に考慮すれば,地下水に必ず しも依存せず,受
水比 も低い事業で もランク入 りし,平均的な事業規模 も大 きくなる点に注 目
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すべ きなのであ る。
こう した特徴 は,環 境要 因を考慮 してい ない原 田(2004)が示 した上位お
よび下位10位 の ランキ ング表 とも整合的である(重 複 している事業者 は順位
に網掛 けを して示 してい る)。特 に,原 田(2004)の下位10事 業の半数が本
稿の表8に ラ ンクイ ンしてい る点 は注 目に値す る。逆 に,原 田(2004)の上
位10事 業 の うち,本 稿 の表7に ランクインしているのは3事 業 のみで,表9
で はわずか1事 業 にす ぎない。 これ らの事実 は,下 位の事業者の効率性 は年
数 を経て もほ とん ど向上 してい ない だけで な く,本 稿の環境変数の考慮が効
率性の低い事業者 よ りも,効 率性の高い事業者の ランキングに大 きな影響 を
与 えるこ とを示唆 してい る。
事実,上 位 ・下位,そ れぞれ10%の 事業者数 に比較対象 を拡大 し,Ehomo
とEheteの問で同 じような重複の有無 を検証 して も同様 な結果 を得 る。すなわ
ち,上 位10%(133事業)で は33%(44事業)し か重複 してランクイ ンしな
いの に対 し,下 位10%(132事業)で は62%(82事業)も 重複す る。 しか も
実際 に,上 位 ・下位で重複す る事業者の効率性の相関係数(順 位相関係数)
も,上 位10%で は0.Ol(0.Ol),下位10%で は0.67(0.54)と大差があ る。
つ ま り,環 境変数 を導入 した効率性 ランキングの修正 は,下 位 よ りも上位事
業 に大 きな影響 を与 える。
最後 に,表7お よび表9の いずれの上位20位 リス トの中に も,所 有型5で
示 され る企業 団は含 まれてい ない17)。ところが,表8お よび表10の 下位 リス
トの中には,3事 業が含 まれている。事実,企 業団の効率性 は,全 事業者の平
均 を下 回ってい る。 したが って,企 業団の効率性 は効率的であ るよ りも,平
均的 にはむ しろ非効率 にみ える。 ただ し,企 業 団のEhomoの平均値(0.73)
は町村事業者のそれ(0.77)を下回る ものの,Eheteの平均値(0.55)は町村







本稿では,取水規模 ・受水比率 ・地下水比率 ・負荷率 ・顧客密度 ・平均料
金 ・補助金比率の7つ の環境要因の相違による事業者の異質性を考慮 して,
BattesandCoelli(1995)が開発 した技術効率性効果フロンティアモデル
(TechnologicalEfficiencyEffectsFrontierModel)を日本の水道事業に初め










なる展開が必要である。まず,変 数に関 していえば 取水や配水の水質およ
び水道管や施設の老朽問題を考慮する必要があろう。矢根(2012)が明 らか
にしているように,大半の末端給水事業者が依存 している地下水の水質保全















値が効率性に影響 している可能性が高いので,パ ラメ トリックな分析におい
て もアウ トライヤーの除去が必要か もしれない。
最後に,EFAの信頼1生を高めるためにも,こ うしたパラメ トリックな分析
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Appendix第2節 ・3節 の モデ ル に お け る環 境 変 数 の係 数 と有 意 性
本稿 の(2-2)のFGLSおよび(3-2)の 技術効率性効果(Hetero)モデル
の推定 に用い た7つ の環境変数の影響 に関す る補足であ る。す なわち,(2-
2)のFGLSのウェイ トを求めるため に用 いた分散関数式(3)の 推定結果 は表
12に,(3-2)のHeteroモデル におけ る非効 率性 を表す誤差項 の平均値 の推
定式(8)に ついては表13に 要約 されてい る。
まず,表12の 分散 関数の推定結果 をみ ると,市 営サ ンプル と全サ ンプル共
に共通 して有意 である環境変数 は取水規模(diwv)・地下水 比率(dtypewe
2)・補助金比率(rsubp)の3変数のみであ る。 しか も,取 水規模の ききかた
は両サ ンプルで異 なってお り,と りわけ符号 は反対であ る。 さ らに,全 サ ン
プルで有意 な受水比率(dtypewe2)・顧客密度(cusden)・平均料金(uprice)
は市営サ ンプルでは有意で はな く,逆 に市営サ ンプルで有意 な負荷率(load)・
第3分 位以上の規模変数 は全サ ンプルで は有意で はない。その結果 定数項
の値 に も大 きな差が表れてい る。
ところが,こ れ らの環境変数は各サ ンプルのOLSの残差の相違の約半分を説
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明するうえ,後述する表13ではすべて有意である。ゆえに,両サンプルの分
散関数の説明変数の組み合わせ としては十分 とはいえない ものの,重 要な環
境要因であることは確かである。むしろ両サンプルでは規模の経済性 も異な
りうることか ら,両サンプルの事業者を取 り巻 く環境要因の相違がそれだけ
大 きい とみなすべ きか もしれない。
次に,表13の環境変数を導入した確率生産フロンティア分析に用いた誤差
項の平均値の推定式をみると,すべての環境変数が少なくとも5%水準で有
意である。また,取水規模が大 きくなるにつれ,そ の係数値 も大 きくなる傾
向があることも確認で きる。すなわち,取水規模 ・受水比率 ・地下水比率 ・
負荷率 ・顧客密度が高いほど,そ して平均料金 ・補助金比率が低いほど,誤
差項の平均値は低下する,つ まり水道事業の効率性は向上する。
換言すれば 前者の5つ の環境変数は事業の効率性にとって好環境であ り,


































































O内 はt値 。 ・,**,***はそ れ ぞれ10,5,1%の有 意水 準 を表 す 。
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StochasticProductionFrontier
andEnvironmentalVariables:
ApplyingtheTechnicalEfficiencyEffects
FrontierModeltoJapaneseDrinkingWaterUtilities
YOSHIKAWATakeshi
ISOAIRyousuke
PANEHaruka
PANEShinji
Abstract
ThispaperisthefirsttoapplytheTechnologicalEfficiencyEffectsFron-
tierModeldevelopedbyBattesandCoelli(1995)totheproductionfrontier
analysisoftheJapanesed血kingwaterutilities.Weproposeanewtechnical
efficiencyrankingbasedonthedataof1,325watersuppliersinfiscalyear
2007.Thepurposeofthispaperistocomparethetraditionalefficiencyrank-
ingswithoutanyenvironmentalvariables,withourtechnicalefficiencyrank-
ingsthattakeintoaccountthesevenenvironmentalvariables,whicharein-
takewatervolume,purchasedwaterratio,groundwaterratio,loadfactor,cus-
tourerdensity,averagepriceandsubsidyratio.Wefindthattherankingof
therelativelyefficientutilitiesdiffergreatlyfromtherankingestimatedby
formerstudies.Thiscanbeexplainedbythepositiveeffectsthefiveenviron-
mentalfactors,intakewatervolume,purchasedwaterratio,groundwaterra-
tio,loadfactorandcustomerdensity,haveontechnicalefficiency;andbythe
negativeeffectsontechnicalefficiencycausedbyaveragepriceandsubsidy
ratio.Thesefactsimplythatthecurrentbenchmarkingmethodshouldbe
reconsideredinordertoformulateapublicpolicythatstimulatesabetter
andmoreefficientmanagementofutilities.
